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要である｡そして､会計基準を統一化するのであ
れば､国際会計基準を中心とした考え方よりも､
各国の代表が集まって､また新たな会計基準を開
発する方が､取引する金融商品や測定方法が統一
され､上場している企業だろうが上場していない
企業であろうが､全ての企業間比較が可能となり､
利害関係者に対し有用な会計情報が提示できるの
ではないかと考えた｡その上で､時価評価が必要
であるならばさらなる検討を加えて採用するか判
断し､原価評価の方が良いという判断があれば原
価評価を採用することが良いのではないかと考え
る｡
これらのことを証明するために､本論では4章
構成で展開している｡まず第1章では､金融商品
会計基準の国際比較と題し､日本の金融商品会
計基準､アメリカFASB会計基準､国際会計基準､
JWG基準案の現行の基準を比較し､本論の土台
とした｡続いて第2章では､わが国日本の金融商
品会計の測定基準､時価評価が導入された背景や
会計基準のコンバージェンスの動向､リーマン･
ブラザーズの経営破綻の全貌を論じることで､時
価評価にはどういった問題点があるのか改めて明
記した｡また､第3章では､取得原価主義の特徴
と時価評価の特徴として公正価値会計の特徴を挙
げ､今後､会計基準のコンバージェンス化が進ん
でいる中で日本､アメリカ､EUはどう動いてい
るのかを踏まえ､時価評価は企業会計原則に従っ
て､利害関係者に対し真実な報告ができるのかを
検討し､終章では､時価評価の今後の展望として､
時価評価を採用するべきか否か､また会計基準の
今後も踏まえ論述した｡
